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協働のまちづくり説明会記録(江名子地区) 

 

 

≪開 会≫ 

 

≪説明者等紹介・日程説明≫ 

 

≪市民活動推進課説明≫ 

 ①地域ですすめるまちづくりについて 

  （協働のまちづくりについて、自主運営組織のあり方について） 

 

≪①に対しての質疑応答≫ 

・資料について、横文字が多い。カタカナ文字を減らし、もう少し市民に読みやすい資

料にできないか。また、間に挟まれている別紙について、本体に体裁を整えるなど、

見やすいものにしてほしい。 

カタカナや行政用語が使用してある部分があるが、今後、資料の作成にあたっては、

市民の視点で見やすい資料づくりに努力する。 

 

・錦町公民館は木造で築３５年と老朽化が進んでいる。コミュニティセンターなら補助

金があると聞いたことがあるが、どのような支援があるのか。 

  各町内会の集会施設整備に関し、市の補助金の財源としてコミュニティ助成などを

活用する場合がある。現在の市の補助制度は、新築または改築にかかる補助であり、

改修や修繕に対する支援は行っていないが、個別に市民活動推進課に相談願う。 

 

・協働のまちづくりの説明では取り組む範囲を江名子地区としているが、本来は単位町

内会ですすめるべきではないか。 

市内には小規模な町内会が点在する地区もあることから、町内会よりもう少し大き

な単位である地区連合町内会や地区社教を単位として説明会を行い、これからのまち

づくりについてみんなで考えていただくよう提案をしている。 

 

≪企画課説明≫ 

 ②行政ですすめるまちづくりについて 

  （市民参加条例（仮称）の制定に向けて） 

 

≪②に対しての質疑応答≫ 

・パブリックコメントやワークショップなど、最近の行政の文書等は、横文字が多い。 

・日本語主体の表記としたうえで、括弧書きで横文字とすべきではないか。 

誰にもわかりやすい表記とするよう、気を付けて作成していきたい。 
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・市民の責務の「～努める」は、どの程度か。強制力があるのか。 

積極的に市民参加するよう努力していただく、との意である。市の責務のような強

制力は持っていない。 

 

・市民参加を行った市民に報酬はないのか。ボランティア的な参加では難しいのではな

いか。 

市民参加を行った方への報酬については、今のところ検討していないが、中には審

議会の委員など、条例に報酬の支弁を規定しているものもある。 

 

・市民参加の対象事項について、「市民生活に重大な影響を及ぼす」とあるが、どのよ

うな場合か。 

例えば、環境保護などの公共目的のため、市内で販売、あるいは製造される商品等

の使用を制限する条例を検討するとした場合、消費者の生活や事業者の経済活動に重

大な影響を及ぼす恐れがあると考えられる。例であるが、そういったケースを想定し

ている。 

 

・パブリックコメントを求めてもほとんど意見がでないのではないか。行政の実績づく

り、ポーズなのではないか。 

パブリックコメントについては、すべての住民を対象とし、かつ等しく意見を求め

る手法として、有効であると認識している。全国の自治体の例をみても、他に変わる

手段は持ち合わせていないのではないかと思われる。決して行政のポーズということ

ではない。 

 

・インターネットの普及など、色々な窓口が増えている中で、このような条例が本当に

必要なのか。 

市はこれまでもインターネット等も含め、色々な媒体を通じて市民に行政情報をお

知らせするとともに、市民参加を図ってきている。今回の条例化の趣旨は、市民参加

を市民の権利として保障することであり、必要なものであると考えている。 

 

・この条例は、「条例のイメージ」のとおりできていくということなのか。 

お示ししているのはイメージであり、今後、市民のみなさんの意見を伺いながら検

討し、形作っていくものとご理解いただきたい。 

 

・前段に説明された「協働のまちづくり」とこの条例の関連は。 

最初に説明したとおり、協働のまちづくりに向けた環境整備の一環として行うもの

とご理解いただきたい。 
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≪説明全体に対しての質疑応答・意見交換≫ 

・小学校の頃から地域活動をさせるなど、地域社会とふれあう機会をもたないと、すぐ

責任転嫁していくばかりで道徳やしつけができていない子どもが多くなる。地域全体

で子どもたちの健全育成を検討していくべきである。 

家庭や学校、行政だけでなく、地域のみんなで話し合い、手を取り合って子どもた

ちに関わっていくことは、教育にかかわる分野での重要な協働の取り組みである。こ

ういった取り組みが福祉や地域安全など様々な分野に広がっていくことが協働のま

ちづくりだと考えている。 

 

・市民参加条例ができるから、それにそって協働のまちづくりを進めていくのか。 

市民参加条例（仮称）は協働のまちづくりに向けた環境整備の一環である。市民参

加条例は市が整備していくもので、地域ですすめるまちづくりは地域の多様な主体が

協働して取り組むものである。 

 

 

≪閉 会≫ 


